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申 入 書　　
　恒例の共同募金の季節になりました。ところで、共同募金会の募金方法、募金額割り当て、決算書に示された人件費支出の三点について、疑問に思うところがあり、以下のとおり申し入れます。
　ご回答及びお問い合わせは、上記連絡先へお願いします。
１．戸別募金の徴収方法について
　　共同募金は、寄付者の自発的な協力を基礎とするはずです（社会福祉法第１１６条）。
　　中央共同募金会および愛知県共同募金会は、募金の強制感を避けるため「封筒募金」を推進しています（平成２年２月「世紀を迎える共同募金のあり方委員会」答申および平成１５年度愛知県共同募金会事業報告に明記）。
　　それにもかかわらず、名古屋市内各区をはじめ愛知県内の募金は、われわれの知るかぎり町内会費等からの一括上納が殆どで、封筒募金による強制感の排除どころか、市民は募金に応じたことさえ知らないのが現状です。
　　さらに、この一括上納方式が年々増加していることは、愛知県共同募金会が支部等から受注する募金用封筒の数が、年を追って減少していることからも推定出来ますが、それ以上に多くの地区共同募金会または町内会等では、募金封筒を各戸へは配布せず、町内会費からの一括上納で、面倒な手間を避けていると思われます。
　　共同募金会は、自らが街頭や戸別訪問などで直接募金を呼びかけるべきであるにもかかわらず、行政への協力依頼で事足れりとし、その後のフォローをしなかったことが、上記一括上納の蔓延を生んだのです。
　　われわれは、市民が醵金の意志有無にかかわらず、公金である町内会費などから上納される不当な方式を許すことは出来ません。
中央共同募金会で封筒募金による強制感からの離脱推進が答申された平成２年以降、すでに１４年が経過しています。遺憾ながら愛知県共同募金会の状況は、推進はおろか後退していると言わざるを得ません。よって、愛知県共同募金会に対して、今後共同募金は、町内会費などからの一括上納を認めないことを前提とし、「封筒募金」以外受け取らないことを徹底するよう求めます。
２．募金額割り当てについて
　　共同募金は、社会福祉施設等からの資金ニーズを取りまとめ、使い途の計画を立てて行う計画募金とされています。
　　計画募金そのものの是非はともかく、計画募金が末端への募金額割当てとなり、引いては前記の町内会費からの一括醵金等に繋がっていることはあきらかです。
　　このような募金の割り当ては「共同募金は寄附者の自発的な協力を基礎とするものでなければならない」と定めた社会福祉法第１１６条に反しています。
　　希望募金額の名の下に行われている、募金額割り当ての廃止を求めます。
３．募金が給料などに支出されていることについて
　　共同募金のビジョンは「寄付する人も募る人もボランティア」という言葉で表されていると言います。しかし、中央共同募金会の平成１５年度決算書によれば、１億５千万円余が諸給与として支出されています。また、愛知県共同募金会では、同じく平成１５年度決算書で４千５百万円（諸給与＋退職積立金）が人件費として計上されています。
　　愛知県の募金額と給与支出の比率から推計すれば、全国での給与支出は約９億７千万円となり、中央募金会分と合計すれば実に１０億円を越える金額が給与として支出されていることになります。
　「募る人もボランティア」の理念から、役員以下事務局は全員ボランティアであるべきで、費用は実費を弁償すれば足ります。一般にボランティア活動の事務局では手弁当が常識なのです。
　　そもそも善意の募金から給与等を差し引くことはあり得ないことで、これに疑念を持たない者は、活動に参画する資格はありません。
　　共同募金事業の規模が大きく、とてもボランティアでは処理しきれないという問題も提起されそうです。この問題はリタイアした中高年者からボランティアを募れば、解決すると思われますが、現状がそのような状況であるとしても、募金会の役員始め幹部は当然無給であるはずです。
　　愛知県共同募金会で支払われている給与は、どのような立場の方に支出されているのでしょうかお尋ねします。
　　以上につき、ご多忙用中恐縮ですが、本状到着後３０日以内に、首記連絡先までご回答いただきますようお願いします。
　なお、本状とご回答の内容は公表させて頂きますので、ご承知願います。
以上

